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厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

総括報告書 

 

相談支援専門員に対する実地教育の実施方法及び実地教育に 

従事する指導者養成カリキュラム開発についての調査研究 

 

研究代表者：相馬 大祐 福井県立大学 准教授 

 

要旨 

本研究では相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシーを明らか

にすること、明らかにしたコンピテンシーを伝達するためのカリキュラム及び教材等の

開発を目的とする。 

本研究は主に３つの研究から構成される。まず、１つ目は相談支援専門員に対する実

地教育に従事する者のコンピテンシーを明らかにすることを目的としたインタビュー調

査である。次いで、先のインタビュー調査により明らかにしたコンピテンシーの検証研

究、最後に本研究で明らかになった実地教育に従事する者のコンピテンシーを伝達する

ためのカリキュラム及び教材等の開発である。 

 本研究の結果から、相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシー

が明確化された。また明確化されたコンピテンシーを伝達するカリキュラム及び教材を

開発した。 

分担研究者 

鈴木 敏彦 和泉短期大学 教授 

 

研究協力者（検討委員） 

小澤 温  筑波大学 教授 

熊谷晋一郎 東京大学 准教授 

野崎 陽弘  鶴ヶ島市社会福祉協議会 

村上美恵子 相談支援センター若狭ねっと 

管理者 

吉田 展章  ふじさわ基幹相談支援センター

えぽめいく 所長 

吉澤久美子 埼葛北地区基幹相談支援センタ     

      ートロンコ センター長 

 

研究協力者（オブザーバー） 

橋詰 正  上小圏域障害者総合支援センタ

ー 所長 

弓取 寛  坂井地区障がい者基幹相談支援 

センター 

 

A.研究の背景と目的 

地域で生活する障害児者に対する支援を構

築するにあたり、相談支援専門員の存在は重

要と言える。また、相談支援専門員がそれぞ

れの力を発揮するため、研修と実地教育の有

機的な連動による人材育成の体制構築は喫緊

の課題である。2019 年度にはモニタリング

検証の方法に焦点を当てた研究がなされるな

ど、実地教育の方法論についてはある程度の

蓄積がある（日本障害者リハビリテーション

協会 2020）。 

そこで、本研究ではこれらの研究成果を踏

まえ、実地教育に従事する相談支援専門員の

コンピテンシーに焦点を当て、このコンピテ

ンシーを明らかにすること、明らかにしたコ

ンピテンシーを伝達するためのカリキュラム

及び教材等の開発を目的とする。 

なお、実地教育の定義については、令和元
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年度主任相談支援専門員養成研修「人材育成

の意義と必要性」の中で「実践知を養い熟達

化するための実務・実践場面での取り組みに

ついて、本研修では実地教育（OJT）と定義

する」とされており、本研究でもこの定義を

採用した（藤川 2019）。また、コンピテンシ

ーは「ある職務または状況に対し、基準に照

らして効果的、あるいは卓越した業績を生む

原因として関わっている個人の根源的特性」

と言われており、本研究では相談支援専門員

に対する実地教育に従事する者の特性と考え

た（Spencer& Spencer1993；９）。 

 

B.方法 

 本研究は主に３つの研究から構成される。

まず、１つ目は相談支援専門員に対する実地

教育に従事する者のコンピテンシーを明らか

にすることを目的としたインタビュー調査で

ある。次いで、インタビュー調査により明ら

かにしたコンピテンシーの検証研究、最後に

本研究で明らかになった実地教育に従事する

者のコンピテンシーを伝達するためのカリキ

ュラム及び教材等の開発である。それぞれの

方法について、具体的に記載する。 

 

1. 相談支援専門員に対する実地教育に関す

るコンピテンシーの研究 

 実地教育に従事する８人の主任相談支援専

門員等を対象にインタビュー調査を実施し

た。インタビュー調査の結果を質的内容分析

を参考に分析し、コンピテンシーを明らかに

した。この内容について、検討委員会及び実

地教育を行っている主任相談支援専門員等に

よるエキスパートレビューを行った。 

 

2. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者のコンピテンシーの検証 

１の研究で明らかにしたコンピテンシーの

検証として、２つの地域を対象にコンピテン

シーに基づいた実地教育を実施し、実地教育

を受けた相談支援専門員等の変化を把握し

た。変化を把握するために、コンピテンシー

に基づく実地教育を実施する前と後に質問紙

調査を実施した（回答者 22 人）。計画当初は

質問紙調査のみを予定していたが、新型コロ

ナウィルスの感染拡大の影響から実地教育の

実施そのものが困難な地域もあり、実地教育

を担う者と実地教育を受けた者の双方を対象

にしたインタビュー調査（対象者８人）も合

わせて実施し、混合研究法を採用した。 

 

3. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者を養成するカリキュラム及び教材

の開発 

 １と２の研究の結果を踏まえ、カリキュラ

ム及び教材を開発した。また検討委員会を設

置し、１と２の調査研究及びカリキュラム開

発の検討を行った。検討委員会は研究者及び

実地教育に従事する主任相談支援専門員から

構成した。 

 

4. 倫理的配慮 

 本研究は福井県立大学人権擁護・倫理委員

会にて審査を受け、承認を得て実施した（受

付番号 2020006 号及び 2020008 号）。 

 

C.結果 

1. 相談支援専門員に対する実地教育に関す

るコンピテンシーの研究 

 ８人の実地教育に従事する相談支援専門員

へのインタビュー調査の結果、２つのカテゴ

リー「態度・価値観」、「知識・技術」から構成

される実地教育に関するコンピテンシーを明

らかにした。「態度・価値観」のサブカテゴリ

ーは、「他の相談員を尊重した関係性の構築」、

「他の相談員の状況を理解する姿勢を持つ」、

「メンターとしての役割を遂行できる」にて

構成された。また「知識・技術」のサブカテゴ

リーには、「ミクロ・メゾ・マクロの相談支援

の知識と技術」「地域の特性等の知識」、「事業
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所運営の知識」、「人材育成の研修等の企画」、

「スーパービジョンの知識と技術」、「OJTの

知識と技術」、「他の相談員の特性や状況の把

握」により構成された。このサブカテゴリー

毎にインタビュー調査の結果から例示を加え

た実地教育に関するコンピテンシーを本分担

研究では明らかにした。 

 

2. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者のコンピテンシーの検証 

質問紙調査は、新型コロナウィルスの感染

拡大の影響から、期間内に実地教育を受けた

相談支援専門員は９人のみであり、共通した

実地教育を受けている者はその半数にも満た

ない結果となった。そこで、インタビュー調

査の結果より、コンピテンシーの内容の妥当

性等について精査を図り、一定の妥当性を有

するコンピテンシーの明確化に至った。 

具体的には、コンピテンシーの一部を変更

した。具体的にはカテゴリーは変更せず、「態

度・価値観」では地域の相談支援専門員が対

象であることを明確にした。また「知識・技

術」のカテゴリーにおいては、個別と集団と

いう視点でサブカテゴリーを再整理した（表

３―４）。 

 

3. 相談支援専門員に対する実地教育に従事

する者を養成するカリキュラム及び教材

の開発 

１、２の研究結果をもとに、コンピテンシ

ーを伝達するためのカリキュラム及び教材等

の開発を行った。明確化された相談支援専門

員に対する実地教育に従事する者のコンピテ

ンシーについて、実地教育を行う上で必要な

教育的態度・価値観及び知識・技術と実地教

育に従事する者の実践知とに整理した（図４

－１）。実地教育従事者養成研修（仮）にて

伝達すべき内容は、実地教育を行う上で必要

な教育的態度・価値観及び知識・技術であ

り、これらをコアコンピテンシーと位置付け

た。具体的には「態度・価値観」は「地域の

相談員を尊重する」「地域の相談員の状況を

理解する」「メンターとしての役割を意識す

る」より構成され、「知識・技術」は「スー

パービジョンの知識と技術」「個別での対応

の知識と技術」「集団での対応の知識と技

術」「人材育成の研修の企画」より構成され

る（表４－１）。 

 一方、実地教育に従事する者としての教育

的態度・価値観や知識・技術を獲得する方法

は限られているのが現状である。相談支援専

門員を対象にした専門コース別研修にて実地

教育の１つと考えられる「スーパービジョ

ン・管理・面接技術」を実施している都道府

県は 35％にとどまり（高木 2019）、主任相

談支援専門員養成研修にて学ぶ等、方法は限

られている。そのため、より学習内容を簡素

化し、発展性のあるカリキュラムにする必要

がある。 

そこで、実地教育の方法は多様であるが、

実地教育従事者養成研修（仮）ではスーパー

ビジョンの知識・技術を体得することに焦点

を当てる。スーパービジョンについては主任

相談支援専門員養成研修にて伝達されている

だけでなく、初任者研修、現任研修のカリキ

ュラムの中にもその考え方が含まれているた

め、相談支援専門員の熟達化を支援する方法

として採用しやすいことが理由としてあげら

れる。また相談支援専門員はソーシャルワー

ク活動を行う専門職であるとされ（島村

2020）、ソーシャルワークの人材育成の方法

として、スーパービジョンが位置づいている

ことも理由となる。さらに、スーパービジョ

ンは多様な方法があることで、実地教育に必

要な多様な技術を習得する入口として、展開

性があると考えた。 

 しかし、スーパーバイザーの不在により、

スーパービジョンを受けることのできない実

態が先行研究より指摘されている（岡田

2019；大谷 2019）。この要因として、大谷ら
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は①バイザーになる不安、②バイザーのスキ

ルの不明確さ、③自己評価のあいまいさ、④

バイザーのサポート体制の未整備を指摘して

いる（大谷他 2019）。ここで指摘されている

スーパーバイザーになる不安や技術の不明確

さ等の課題を解消するためには、研修会場で

のスーパービジョンの知識や技術の伝達では

限界があると考え、本研修のコアコンピテン

シーの伝達方法は「人材育成の研修等の企

画」以外は全て、講義、演習、実地という３

つの方法で伝達することとした（表４－

１）。ここで言う実地とは、実際の実践現場

を意味し、実地での研修とは実際の実践現場

で取り組むことを意味する。 

本研修のカリキュラムの基本的構造は「研

修の全体像、実地教育に関する講義」の次

に、「講義と演習①」を位置づけている（表

４－２）。これは「実地での研修」前に実地

教育に関する知識と技術を獲得すること、

「実地での研修」の目的や内容等を明確化す

ることを狙いとしている。次に「講義と演習

②」は「実地での研修」後に位置づけ、「実

地での研修」を省察し、概念化を行う。最後

に「フォローアップ」は本研修後のスーパー

バイザーのサポート体制の構築を目的に、定

期的に受講者で集まる場を設定することとし

た。 

 

D.考察 

 分担報告書にてそれぞれの考察は詳述して

いることから、ここではカリキュラム及び教

材開発に関連した考察をしたい。 

 

1. 研修効果の把握方法の検討 

 研修効果を把握する方法としては、まず受

講中に把握が可能な受講者の満足度や理解度

があげられる。この他に、受講後にしか把握

ができないものとして、受講後の業務内でい

かに研修内容が活用されたかがあげられる。

この業務での活用度については、短期的に把

握するのは困難と言え、長期的に把握するこ

とが必要であると考える。 

 具体的な把握方法としては、１つに自己評

価がある。本研究で明確化された実地教育に

従事する者のコンピテンシーを使用して、受

講者による自己評価を行う。また、本研究で

採用した「謙虚なリーダシップに関する尺

度」や「心理的安全性に関する尺度」を使用

することも考えられる（熊谷 2020）。一方、

この２つの尺度は他者評価より把握するとさ

れているため、研修前後で実地教育を受ける

相談支援専門員複数に協力を依頼することも

考えられる。この他に、先行研究ではスーパ

ービジョンスキルのセルフチェックリストも

開発されており（大谷 2019）、これらを参考

に本研修の評価方法を検討することが求めら

れる。 

 

2. 研修の実施体制の限界 

相談支援専門員の初任者研修、現任研修等

については、都道府県の地域生活支援事業の

相談支援従事者研修事業として位置づけられ

ている。現在は初任者研修等の他に主任相談

支援専門員養成研修、専門コース別研修も含

まれる。 

都道府県にはこの他にも地域生活支援事業

だけでも多様な人材育成の取り組みの実施が

求められている。このような研修の実施体制

には限界があると考えられる。そのため、研

修の実施体制の課題克服のための１つの方法

として、地域に根差した大学や研究者の存在

と貢献が不可欠であり、今後その参加が強く

求められる。 

 

3. 学び合う地域づくり 

本研修は相談支援専門員の熟達化を支える

者の養成が目的であるが、最終的な目標は障

害当事者の生活への寄与であることを忘れて

はならない。そのためには、主任相談支援専

門員が相談支援専門員に一方的に何かを教え
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るといった方法ではなく、全ての支援者が学

び合うことのできる地域の実現へと展開する

ことが本研修の最終的な目標と言える。 

 

E.結論 

 本研究によって相談支援専門員に対する実

地教育に従事する者のコンピテンシーが明確

化された。また明確化されたコンピテンシー

を伝達するためのカリキュラム及び教材等に

ついて開発を行った。 

 

F.健康危険情報 

特になし 

 

G.研究発表 

特になし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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ーマネジメントの展開「完訳版」』生産性

出版 

高木憲司（2019）「相談支援専門員及びサー

ビス管理責任者等の専門知識等の向上のた

めの研究（分担研究報告書１）」『相談支援

専門員及びサービス管理責任者等の専門知

識等の向上並びに高齢化対応を含めた連携

促進のための研究 平成 30 年度統括・分

担研究報告書』厚生労働科学建機給費補助

金障害者者政策総合研究事業 
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表３―４ 相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシー 

 

 

 

図４―１ 実地教育に従事する者のコアコンピテンシーの枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリー サブカテゴリー 具体的な行動の例

・地域の相談員に対して、敬意を持った姿勢で接することができる

・地域の相談員に対して、共感する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の業務量を理解する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の所属する法人や事業所の視点を含めて理解する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の経歴を理解する姿勢を持つことができる

・困ったことを相談できる関係性の構築を意識できる

・今、困っていることを理解して話を聞く姿勢を持つことができる

・意思決定支援を実践できる

・フォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・協議会等を活用して、社会資源の開発等ができる

・地域のフォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・地域の相談支援体制における主要な機関について把握している

・地域の人口や資源数等を把握している

・人事管理、経営管理の知識がある

・相談支援事業におけるリスクマネジメントに関する知識がある

・コンサルテーションを行うことができる

・スーパービジョンの知識がある

・スーパーバイザー、スーパーバイジーの経験がある

・地域の相談員の状況や能力に応じたフィードバックを行うことができる

・進捗のモニタリングができる

・地域の相談員の課題や特性をアセスメントできる

・地域の相談員の特性や課題を把握する機会を設けることができる

・ファシリテーションを行うことができる

人材育成の研修の企画 ・人材育成に関する研修等の企画ができる

集団での対応の知識と技術

態度・価値観

地域の相談員を尊重する

地域の相談員の状況を理解する

メンターとしての役割を意識する

知識・技術

ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と技術

地域の特性の知識

事業所運営の知識

スーパービジョンの知識と技術

個別での対応の知識と技術

学習

経験

実地教育に従事する者としての実践知 知識

技術

実地教育に従事する者としての
教育的知識、技術

実地教育に従事する者としての
態度・価値観
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表４―１ コアコンピテンシーと伝達方法 

大分類 コアコンピテンシー（伝える内容） 伝達方法 

態度・価値観 

地域の相談員を尊重する 講義、演習、実地 

地域の相談員の状況を理解する 講義、演習、実地 

メンターとしての役割を意識する 講義、演習、実地 

知識・技術 

スーパービジョンの知識と技術 講義、演習、実地 

個別での対応の知識と技術 講義、演習、実地 

集団での対応の知識と技術 講義、演習、実地 

人材育成の研修等の企画 講義、演習 

※実地とは、実際に実践現場で取り組むことを意味する。 

 

表４－２ カリキュラムの基本的構造 

プログラム 具体的内容 伝達方法 

研修の全体像、実

地教育に関する講

義 

 研修の目的、構造、教育方法 

 研修の目的の明確化 

 主任相談支援専門員の役割と人材育成 

 実地教育における価値観・態度 

 実地教育の知識・技術 

講義、演習 

講義と演習① 

 実地に向けての講義と演習 

 スーパービジョンの準備 

 スーパービジョンの実際 

 スーパービジョンの振り返り 

講義、演習 

実地での研修 

 スーパービジョンの準備段階の経験 

 グループスーパービジョンの経験 

 スーパービジョンの振り返りの経験 

実地 

講義と演習② 

 実地での経験の振り返り 

 実地教育プロセスの理解 

 共に学び合う地域づくり 

講義、演習 

フォローアップ  その後のスーパービジョンの取り組みの共有 実地 
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厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

分担報告書 

 

相談支援専門員に対する実地教育に関するコンピテンシーの研究 

―実地教育に従事する相談支援専門員へのインタビュー調査から― 

 

研究分担者：相馬大祐（福井県立大学）  

研究協力者：鈴木敏彦（和泉短期大学） 

 

要旨 

相談支援専門員に対する実地教育に焦点を当てたコンピテンシーを明らかにすることを

目的とした。８人の実地教育に従事する相談支援専門員へのインタビュー調査の結果、

２つのカテゴリー「態度・価値観」、「知識・技術」から構成される実地教育に関するコ

ンピテンシーを明らかにした。「態度・価値観」のサブカテゴリーは、「他の相談員を尊

重した関係性の構築」、「他の相談員の状況を理解する姿勢を持つ」、「メンターとしての

役割を遂行できる」にて構成された。また「知識・技術」のサブカテゴリーには、「ミ

クロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と技術」「地域の特性等の知識」、「事業所運営の

知識」、「人材育成の研修等の企画」、「スーパービジョンの知識と技術」、「OJTの知識と

技術」、「他の相談員の特性や状況の把握」により構成された。このサブカテゴリー毎に

インタビュー調査の結果から例示を加えた実地教育に関するコンピテンシーを本研究で

は明らかにした。 

A.研究の背景と目的 

コンピテンシーとは、「ある職務または状

況に対し、基準に照らして効果的、あるいは

卓越した業績を生む原因として関わっている

個人の根源的特性」と言われている

（Spencer& Spencer1993；９）。対人援助

職については看護師、保健師、ソーシャルワ

ーカーといった様々な専門職のコンピテンシ

ーが開発されている（坂口他 2006；小原

2010；宗村 2014；奥田 2016；別府 2019）。 

この中で相談支援専門員を対象としたコン

ピテンシーについては、相談支援専門員に求

められる力（コンピテンシー）として、

2010 年に日本相談支援専門員協会が開発さ

れたものを 2017 年に再構成が試みられてい

る（日本相談支援専門員協会 2010；小澤

2018）。この内容については、令和元年度主

任相談支援専門員養成研修の「人材育成の意

義と必要性」の資料の中で提示されている

（藤川 2019）。ここで提示されている相談支

援専門員のコンピテンシーとしては、「相談

支援に必要な価値」、「相談支援に必要な知

識・技術」「個別ケースに対する相談支援の

スキル」、「地域デザインにおける相談支援の

スキル」「地域（事業所内）の人材育成およ

び運営管理における相談支援スキル」という

カテゴリーの元、詳細な項目があげられてい

る（藤川 2019）。 

「地域（事業所内）の人材育成および運営

管理における相談支援スキル」にはさらに２

つの下部項目が存在し、「地域（事業所内）

での人材育成」と「地域協議会の運営」が提

示されている。「地域（事業所内）での人材

育成」には内容として、「スーパービジョン
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（個別・GSV）」、「ファシリテーション」、

「研修立案・運営」があげられているが、ど

のような特性なのかといった具体的な内容は

示されていない。そこで、本研究では先行研

究にて詳細に明らかにされていない実地教育

に関するコンピテンシーに焦点を当て、これ

を明らかにすることを目的にする。 

なお、実地教育の定義については、令和元

年度主任相談支援専門員養成研修「人材育成

の意義と必要性」の中で「実践知を養い熟達

化するための実務・実践場面での取り組みに

ついて、本研修では実地教育（OJT）と定義

する」とされており、本研究でもこの定義を

採用した（藤川 2019）。 

 

B.方法 

1. 調査方法 

実地教育を行う基幹相談支援センター等の

相談支援専門員８人を対象にインタビュー調

査を実施した（表２－１）。インタビュー調

査はインタビュー項目を事前に作成し、半構

造化面接で行った（表２－２）。インタビュ

ー調査は新型コロナウィルス感染拡大の影響

から、６人が遠隔でのインタビュー調査を実

施し、対面でのインタビュー調査は２人であ

った。インタビュー調査にかかった時間は１

時間 30 分から２時間 30 分程度であった。 

 

2. 分析方法 

分析にあたっては、質的内容分析を参考に

した。具体的にはインタビュー調査で得られ

たデータを逐語録にして、コード化し、共通

するもの、相違するもの等を比較検討し、サ

ブカテゴリー化を行った。質的内容分析は、

一般に既存の理論的なモデルに由来したカテ

ゴリーにデータを割り振ることが多いとされ

ている（Uwe Flick 1995）。コンピテンシー

の構造として、スペンサーは目に見える知

識・技術と目に見えない価値観・態度とが一

体的になっている氷山モデルであることを指

摘している（Spencer& Spencer1993）。こ

の指摘を参考に、コンピテンシーの態度・価

値観と知識・技術をカテゴリーとして、サブ

カテゴリーを割り振る形で分析を行った。 

分析した結果については検討委員会にてエ

キスパートレビューを行った。この他に、エ

キスパートレビューを実地教育に従事する相

談支援専門員８人を対象に遠隔にて実施し

た。 

 

3. 倫理的配慮 

 本研究は福井県立大学人権擁護・倫理委員

会にて審査を受け、実施した（受付番号

2020006 号）。調査対象者には事前に個人

名、事業所名等は記号化すること、調査につ

いては途中でも中止できること等を説明し、

同意を得て実施した。 

 

C.結果 

1. 結果の概要 

 分析の結果、相談支援専門員の実地教育に

従事する者のコンピテンシーとして、「態

度・価値観」は３つのサブカテゴリーから、

「知識・技術」は７つのサブカテゴリーから

構成された。サブカテゴリーの詳細の内容と

代表的なインタビュー調査の対象者の発言は

以下のとおりである。 

 なお、インタビュー調査の対象者の発言は

斜体で表記した。また、（）内は筆者が不足

と判断した言葉もしくはインタビュアーの発

言の内容が記載されている。 

 

2. 態度・価値観 

 「態度・価値観」のカテゴリーにはサブカ

テゴリーとして、「他の相談員を尊重した関

係性の構築」、「他の相談員の状況を理解する

姿勢を持つ」、「メンターとしての役割を遂行

できる」にて構成された。それぞれの内容に

ついて確認したい。 
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（１）他の相談員を尊重した関係性の構築 

 実地教育に従事する者は他の相談員に対

し、尊重した関係性を構築するよう努めてい

た。例えば、A さんは以下のように話した。 

 

あとは、だからやっぱり相談員はがんばって

いるよなっていうのは、常に自分で思わない

と。何だかんだ言ってもね。（常に思ってい

るんですね。）うん。ありがとう、ありがと

う、悪いねっていうね。 

 

 Ａさんは相談員に対して、感謝の気持ちを

持つこと、相談員ががんばっているというこ

とを常に意識していると話していた。このよ

うに、他の相談員を尊重する姿勢を持ち、関

係性を構築する姿勢を実地教育に従事する者

は持っていた。 

 

（２）他の相談員の状況を理解する姿勢を持

つ 

 次に、実地教育に従事する者は他の相談員

の状況をよく理解する姿勢を持っていること

が分かった。H さんは以下のように話してれ

た。 

 

やっぱりもう、日々そこですね。どうして

も相談支援を展開していく中で相談員さん、

本当結構いろんな人が責められてたりとかし

てますので、その責められている状況を打破

するためには、プランありきになったりです

とか、支援ありきになっているっていう状況

に追い込まれていってる現状が結構あるんで

す。 

 そうなったときに、どうしてもプランナー

になってしまうので。これは僕もそうなんで

すけど、ついついプランをつくって支援を増

やすことによって、その責めてきてる人とい

うか、いろいろ言われている人たちを収める

ためにみたいな。どうしてもそこに寄ってい

ってしまうので、そこをちょっと待ってねっ

ていうところでいくと、本人どう思ってるん

だろうねっていうのは必ず言うようにしてま

す。 

  

 どのような実地教育をするか画一的な対応

ではなく、相談員の所属する法人や事業所ま

たは地域の特徴等も含めて、実地指導に従事

する者は理解しようと試みていた。 

 

（３）メンターとしての役割を遂行できる 

 実地教育に従事する者は他の相談員に対

し、いわゆる指導者という立場で接していな

いことが分かった。例えば、Fさんは以下の

ように話した。 

 

指導とか（の言葉）は一切使わないです。逆

に、本当にケースの困り事とか、自分が支援

していく中で困っていることを相談する的な

言い方しかしていないので、あんまし教育を

しますよってやっちゃうと、ほとんど（相談

する相談支援専門員が）いなくなっちゃうか

ら。 

 

 指導という言葉からイメージされる上下関

係を嫌い、あえて指導という言葉を使ってい

ないと話していた。このように、メンター

（先達した熟達者）としての役割を意識して

対応していることが分かった。 

 

3. 知識・技術 

（１）ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知

識と技術 

 実地教育に従事する相談支援専門員には、

ミクロ・メゾ・マクロの相談支援に関する知

識と技術を獲得している必要性が指摘され

た。E さんは以下のように話した。 

 

さっき言ったみたいに知識は、もちろん相談

支援全般の知識、スキルは当然のこと。 
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（２）地域の特性の知識 

 ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と

技術とも関連するが、その地域の特性に関す

る知識についても、実地教育に従事する者に

は求められることが指摘された。E さんは以

下のように話した。 

 

だいたい（相談員は）抱え込んでいるんじゃ

なく、抱え込まされちゃうっていうのが多い

んですよ、相談に挙がるの。本当はそれ、学

校の役割だよねみたいなとか、包括の役割だ

よね的なのも、全部自分がしなくちゃいけな

いというふうに周りに持っていかされちゃっ

て。何でかというと、そこはきっちり自分の

役割、制度的なのも全部含めて相談とはこん

なもの、教育、学校ってこんなものとか、訪

看というのはこういう制度の下でこんなもの

っていうのをちゃんと知らないと、経験がな

いと全部やらなきゃいけないって、周りから

も言われちゃうし。・・・途中省略・・・療

育とか、教育システムだったり、包括の範疇

というのは、市町によって若干違うんです

よ、役割的なものも。そこも全部お伝えしな

いと、こっちがオーケーでもこっちが駄目み

たいなのもあるので。そこがちょっとややこ

しいとこなんで。 

 

（３）事業所運営の知識 

 実地教育に従事する者には事業所運営の知

識も求められていた。B さんは以下のように

話した。 

 

（巡回相談で訪問した際、）管理職からは、

事業所の運営に関しての相談が来たりとかも

もちろんするし。（相談員と管理者で）話の

内容が変わる。（ちょっと対応できないなと

かっていうことはあったんですか）あんまり

なかったかな。ただ制度のね、例えば加算の

要件とか、その内容によっては、ちょっとそ

れ、ちゃんと調べないとなみたいなことはあ

ったけれども、たいがい大丈夫だった。自分

の事業所でもやってることだし。 

 

（４）人材育成の研修等の企画 

 実地教育に従事する者は人材育成の研修等

を企画する経験を有していた。D さんは地域

での人材育成の研修を企画し、また内容を変

更していることを話してくれた。 

 

年１回必ず。全部自立支援協議会の中に位置

付けちゃってるんですけど、一応人材育成プ

ロジェクトっていうのを協議会の中で組んで

いて。そこで毎年ストレングスモデルと、あ

と新任職員研修と言って。行政や、相談はあ

まりめったにないんですけど、新しく入って

きた相談の職員とかを対象に、本当に相談支

援の基本のところと、あと虐待の通報受理の

窓口対応っていうのを半日、半日で１日コー

スでやるっていうのは毎年やってます。どち

らかっていうと行政のためにやっているって

いう感じなんですけども。最初のころは私と

かが意気込んで、相談支援っていうのはこう

いうものですみたいなことを言ってたんです

けど、全然響かなくて。ある年から福祉課に

２、３年目になるセンスのいい人に体験談を

話してもらうようにしたら、食いつきがよく

なりました。ははは。 

 

（５）スーパービジョンの知識と技術 

 スーパービジョンについては、実地教育に

従事する者として、知識と技術の双方が必要

であるという指摘があった。G さんは以下の

ように話した。 

 

やっぱり、現任とか主任でも出てきますけ

ど、スーパービジョンとかの関係性とか、ど

こまでスーパービジョン自体を極めるかどう

かは別にして、そもそも現任でスーパーバイ

ザーを受ける大切さみたいな部分と。そこが

分かると基幹の側としても、さっきの教育
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だ、指導だというのを濁さずというか、とい

うことが落ちやすくなると思うんですけど。

その辺を、特定側もですし、基幹側がどうち

ゃんと落としていくかということは大切だな

と最近思いますけどね。何か変に指導とか、

日本語にすると結局そういう言葉になっちゃ

うんでしょうけど、べつに上からどうこうと

いうことではなくて、仕事の役割としてやる

んだということが言葉では理解できても、し

っかり落ちないと、結局は変な照れが入った

りとか、逃げちゃったりするのかなと思いま

すけどね。 

 

（６）OJTの知識と技術 

OJTについては、フィードバックと進捗

のモニタリングを実地教育に従事する者の多

くが行っていることが分かった。また、相談

員自身の課題について共有するように試みて

いる従事者も確認された。 

 

（７）他の相談員の特性や状況の把握 

 実地教育に従事する者は、他の相談員の特

性や状況を把握していた。Ｃさんは以下のよ

うに話した。 

 

これは、さっきの話じゃないけど、現場同行

したりとか、支援会議を同席するっていうと

ころで、この人が本人に対してどう向き合っ

ているかってことと、あと周りとの、要する

に相談員の力量ってあるじゃないですか。埼

玉の人材育成ビジョンのあれですよ。交渉力

だとかね。その辺がどのぐらいなのかなって

いうところは、正直ざっくりとはちょっと見

させてもらってるし。 

 実際にそこがうまくできない理由が、要す

るに本人の教育とかっていう部分で培ってい

かなきゃいけないものなのか、法人内の圧力

とかそういうものから来てるのかとか。あと

行政との関係性なんか、意外と、ほら、行政

ともめちゃう人なんかもいるじゃないです

か。行政との連携の在り方でそういうことに

なっちゃってるのかっていうことで、何だろ

う、本人だけのことじゃなくて、その要因と

か原因が何なのかっていうところまではしっ

かり突き止めないといけなくて。 

 最後に、性格だねって話になっちゃうと、

どう入れていったらいいかなっていうのは正

直思っちゃうんだよ。たまにはいるんです

よ。たまにはいるんだけど、でも意外と一生

懸命やろうとしてる人たちの中には、やっぱ

りそこがハードルになってるものがちょっと

あって、そのハードルをちょっと下げてあげ

たり、それこそ中和してあげたりみたいなと

ころをわれわれが担えば何とかいけるんじゃ

ないかなとか、そんなやり方をやってるよう

な気がしますね。 

 

D.考察 

 実地教育に従事する者へのインタビュー調

査から、相談支援専門員に対する実地教育に

焦点を当てたコンピテンシーを明らかにし

た。 

 実地教育に関するコンピテンシーは、２つ

のカテゴリー「態度・価値観」、「知識・技

術」から構成される。「態度・価値観」のサ

ブカテゴリーは、「他の相談員を尊重した関

係性の構築」、「他の相談員の状況を理解する

姿勢を持つ」、「メンターとしての役割を遂行

できる」にて構成された。また「知識・技

術」のサブカテゴリーには、「ミクロ・メ

ゾ・マクロの相談支援の知識と技術」「地域

の特性等の知識」、「事業所運営の知識」、「人

材育成の研修等の企画」、「スーパービジョン

の知識と技術」、「OJTの知識と技術」、「他

の相談員の特性や状況の把握」により構成さ

れていることが明らかになった。このサブカ

テゴリー毎にインタビュー調査の結果から例

示を加えた実地教育に関するコンピテンシー

を本研究では明らかにした（表２－３）。 
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E.結論 

 実地教育に従事する相談支援専門員を対象

にしたインタビュー調査の結果、実地教育に

関するコンピテンシーを明らかにした。 

 

F.研究発表 

特になし 

 

G.知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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表２－１ 対象者の概要 

ID 勤務先 勤務先の相談支援体制 人口規模 

A 基幹相談支援センター 単独で実施 約 10万人 

B 基幹相談支援センター 単独で実施 約 40万人 

C 基幹相談支援センター 圏域で実施 約 20万人 

D 基幹相談支援センター 圏域で実施 約 20万人 

E 基幹相談支援センター 圏域で実施 約 10万人 

F 基幹相談支援センター 単独で実施 約 10万人 

G 基幹相談支援センター 政令指定都市の１区で実施 約 10万人 

H 圏域コーディネーター 圏域で実施 約 70万人 

 

表２―２ インタビュー調査の項目 

1. 貴相談支援センター及び業務実施地域の概要 

2. 業務実施地域で行う実地教育の実施方法 

3. 意思決定支援や多職種連携、地域づくりについて、基幹職員等は相談員等への伝達方法 

4. 意思決定支援や多職種連携、地域づくりについて、基幹職員が相談員等に実地教育とし

て、伝えられていないものとその理由 

5. 実地教育を行う上で実際に行っている指導方法 

6. 相談員等や事業所のレベルに応じて実地教育の内容を変えている場合の相談員等や事業

所を見る視点 

7. 実地教育を行う上で配慮していること 

8. 実地教育を実施した後の自治体等への報告の方法 

9. 実地教育を行った経緯と背景。 

10. 実地教育を行う上で必要と思う知識や技術 

11. 実地教育の効果 

12. 実地教育の課題 

表２―３ 実地教育に関するコンピテンシー 

 

カテゴリー サブカテゴリー 例示

・他の相談員に対して、敬意を持って接することができる

・他の相談員に対して、共感することができる

・他の相談員の業務量を理解する姿勢を持つことができる

・他の相談員の所属する法人や事業所の視点を含めて理解する姿勢を持つことができる

・他の相談員の経歴を理解する姿勢を持つことができる

・困ったことを相談できる関係が構築できる

・今、困っていることを理解して話を聞くことができる

・意思決定支援を実践できる

・フォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・協議会等を活用して、社会資源の開発等ができる

・地域のフォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・地域の相談支援体制における主要な機関について把握している

・地域の人口や資源数等を把握している

・人事管理、経営管理の知識がある

・相談支援事業におけるリスクマネジメントに関する知識がある

・コンサルテーションを行うことができる

人材育成の研修の企画 ・人材育成に関する研修等の企画ができる

・スーパービジョンの知識がある

・スーパーバイザー、スーパーバイジーの経験がある

・状況や能力に応じたフィードバックを行うことができる

・進捗のモニタリングができる

・相談員自身の課題を共有できる

・他の相談員の強みや弱みを把握している

・他の相談員の特性や課題を把握する機会を設けることができる

・ファシリテーションを行うことができる

態度・価値観

他の相談員を尊重した関係性の構築

他の相談員の状況を理解する姿勢を持つ

知識・技術

ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と技術

地域の特性の知識

メンターとしての役割を遂行できる

事業所運営の知識

スーパービジョンの知識と技術

OJTの知識と技術

他の相談員の特性や状況の把握
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厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

分担報告書 

 

相談支援専門員に対する実地教育に従事する者の 

コンピテンシーの検証 

 

研究分担者：鈴木敏彦（和泉短期大学） 

研究協力者：相馬大祐（福井県立大学） 

 

要旨：本分担研究では、相談支援専門員の地域における実地教育の内容等をアンケート調査

によって把握するとともに、「相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテン

シー」について、その内容の妥当性等について主任相談支援専門員及び相談支援専門員に対

するインタビュー調査を通じて精査を図り、一定の妥当性を有するコンピテンシーの明確化

に至った。 

A. 研究の背景と目的 

 本研究は、相談支援専門員に対する実地教

育に従事する者のコンピテンシーの明確化を

目的としている。コンピテンシーの作成に際

しては、その妥当性等について検討を図るこ

とが重要であるが、本分担研究では、新型コ

ロナウイルス感染症拡大により地域における

実地教育が十分な実施がなされていない状況

のなかで、明確化された実地教育のコンピテ

ンシーに基づいて実地教育に携わった主任相

談支援専門員および相談支援専門員にインタ

ビュー調査を行い、コンピテンシーの精査・

充実を検証した。 

 

B. 方法 

 本分担研究では、１．相談支援専門員に対

する実地教育に関するアンケート調査、２．

主任相談支援員及び相談支援専門員に対する

ヒヤリング調査を実施した。 

 

１．アンケート調査 

 2021 年２月から３月の間に本研究で明確

化した実地教育に従事する者に関するコンピ

テンシー（以下、コンピテンシー）に基づ

き、A 県 B 地区および C県 D 市にて実地教

育を実施した。コンピテンシーに基づいた実

地教育を行う前後に２つの地域の相談支援専

門員を対象にアンケート調査を実施し、22

名（A 県 B 地区及び C県 D 市：各 11 名）

の回答を得た。コロナ禍により、地域におけ

る相談支援専門員に対する実地教育はほとん

ど実施されなかったため、期間内に実地教育

を受けた者 9 名（A 県 B 地区 6 名、C県 D

市 3 名）からその内容及び実地教育受講前後

の変化について分析した。 

そのため、本アンケート調査については、

一定の回答は得られたものの、コロナ対策に

よる制限下でのごく限られた状況の把握にと

どまった。 

 

２．インタビュー調査 

 上述のアンケート調査に関する事由が生じ

たため、インタビュー調査を実施し内容の充

実に努めた。本調査では、基幹相談支援セン

ターに配置される主任相談支援専門員２名

（A 県 B 地区、C 県 D 市：各１名）及び、

委託相談支援事業所の相談支援専門員 4 名

（A 県 B 地区：3 名、C県 D 市：１名）、指

定特定相談支援事業所において計画相談に従

事する相談支援専門員 3 名（A 県 B 地区：2
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名、C 県 D 市：１名）に対して、地域にお

ける実地教育の現状と課題及び、コンピテン

シーに関するインタビューを実施した。主任

相談支援専門員は、何らかの実地教育に従事

する者であり、相談支援専門員はそれぞれの

地域においてグループスーパービジョン等の

共通の実地教育を受けた者を対象としてい

る。 

 

３．倫理的配慮 

 本研究は福井県立大学人権擁護・倫理委員

会にて審査を受け、承認を得て実施した（受

付番号 2020008 号）。調査対象者には事前に

個人名、事業所名等は記号化すること等を調

査票に記載し、回答をもって同意とした。 

 

C. 結果 

１．アンケート調査 

 本調査の結果は以下のとおりである（表３

―１～３－３）。 

 受けた実地教育の内容では、多い順から基

幹相談支援センターへの相談(電話)、事例検

討会への参加、基幹相談支援センター職員に

同行してもらう、スーパービジョン（グルー

プスーパービジョンを含む）等となってい

る。 

 実地教育への参加による相談支援専門員の

変化としては、謙虚なリーダーシップに関す

る尺度及び心理的安全性を用いたが（熊谷

2020）、サンプル数の少なさや受けた実地教

育の内容の相違等から有意な結果は得られ

ず、今後の課題となった。 

 

２．インタビュー調査 

 本調査の結果は以下のとおりである。 

(1) 相談支援専門員（委託・指定特定）の抱

える多様な課題 

 インタビュー調査では、相談支援専門員が

抱える課題として、次の点が挙げられた。 

 《主な意見》 

・相談支援に関わる個人の力量に関する課題 

 （例：アセスメント） 

・相談支援が置かれている環境に関する課題 

 （例：ひとり事業所） 

・ケースの課題の大きさ・困難性に関する 

 （例：いわゆる支援困難ケース） 

・サービス提供事業者に関する課題 

 （例：事 業所の支援力） 

・行政機関との関係に関する課題 

 （例：支給決定） 

・地域の支援ネットワークに関する課題  

 （例：支援における役割分担、福祉サービ

ス以外の分野との連携・協働） など 

 実地教育に従事する者には、上記のよう

な、地域において相談支援専門員（委託・指

定特定）が抱える多様な課題に向き合う必要

がある。こうした多様な課題に対応するため

には、実地教育に従事する者が相談支援専門

員としての力量に加え、地域における実地教

育（人材育成、支援者支援）に関する幅広い

知識・技術等を有することが期待される。 

 

(2) コンピテンシーの必要性について 

 インタビュー調査では、実地教育に従事す

る者に求められるコンピテンシーについて肯

定的な意見が寄せられた。 

《主な意見》 

・主任相談支援専門員（実地教育に従事する

者）には、地域の相談支援を支えてほし

い。そのためには、こうした整理（コンピ

テンシー）は必要だと思うし、示されてい

る力をつけてほしい。 

・コンピテンシーは重要である。ただし、す

べてを一度に身につけるのではないと思

う。 

 

(3) 態度・価値観に関するコンピテンシーに

ついて 

 態度・価値観に関するコンピテンシーは、

以下により構成される。 
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①地域の相談員を尊重する 

・地域の相談員に対して、敬意を持った

姿勢で接することができる 

・地域の相談員に対して、共感する姿勢を

持つことができる 

②地域の相談員の状況を理解する 

・地域の相談員の業務量を理解する姿勢を

持つことができる 

・地域の相談員の所属する法人や事業所

の視点を含めて理解する姿勢を持つこと

ができる 

・地域の相談員の経歴を理解する姿勢を

持つことができる 

③メンターとしての役割を意識する 

・困ったことを相談できる関係性の構築を

意識できる 

・今、困っていることを理解して話を聞く 

姿勢を持つことができる 

 

《主な意見》 

 態度・価値観に関するコンピテンシーにつ

いては、①②③の各項目を網羅する意見が述

べられた。 

・基幹相談支援センターが設置（主任相談支

援専門員が配置）され、困った時に相談し

やすくなった 

・何を相談してよいか戸惑いがあったが、と

もにケースに関わることで相談できる関係

性ができた 

・一人で悩まなくてよいことが分かり、一緒

に考えてもらうことで安心できる 

・基幹の対応を「手本」とし、委託として指

定特定への支援を図っている 

《コンピテンシーへの反映》 

 ①②③は相互に関わりのある項目である。

インタビュー結果からは、実地教育に従事す

る者が「知識・技術」の前提として持つべき

姿勢は概ね網羅されていると考えられる。な

お、実地教育の対象を明確にするため、すべ

ての項目について「地域の相談員」と記述し

た。 

 

(4) 知識・技術に関するコンピテンシーにつ

いて 

 知識・技術に関するコンピテンシーは、以

下により構成される。 

①ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知識

と技術 

・意思決定支援を実践できる 

・フォーマル、インフォーマルな資源を活

用できる 

・協議会等を活用して、社会資源の開発等

ができる 

②地域の特性の知識 

・地域のフォーマル、インフォーマルな

資源を活用できる 

・地域の相談支援体制における主要な機関

について把握している 

・地域の人口や資源数等を把握している 

③事業所運営の知識 

・人事管理、経営管理の知識がある 

・相談支援事業におけるリスクマネジメン

トに関する知識がある 

・コンサルテーションを行うことができる 

④スーパービジョンの知識と技術 

・スーパービジョンの知識がある 

・スーパーバイザー、スーパーバイジーの

経験がある 

⑤個別での対応の知識と技術 

・地域の相談員の状況や能力に応じたフィ

ードバックを行うことができる 

・進捗のモニタリングができる 

・地域の相談員の課題や特性をアセスメン

トできる 

⑥集団での対応の知識と技術 

・地域の相談員の特性や課題を把握する機

会を設けることができる 

・ファシリテーションを行うことができる 

⑦人材育成の研修の企画 

・人材育成に関する研修等の企画ができる 
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①ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と

技術 ／ ②地域の特性の知識 

《主な意見》 

・実地教育に従事する者が持つべき知識 

・技術については、相談支援の基本に関する

項目が多く挙げられた。（ケアマネジメン

トのプロセス、利用者の自己決定およびス

トレングス、リフレーミング、権利擁護、

アンガーマネジメント、利用者との距離

感、支援のタイミング 等） 

《コンピテンシーへの反映》 

 ①②は相談支援専門員としての基本的な力

量にあたる部分であり、実地教育に従事する

者はそれらを当然有していると考えられてい

ることが明確になった。 

 

③事業所運営の知識 

《主な意見》 

・訪問により事業所のもつ課題（人材不足、

加算等）の話ができた 

《コンピテンシーへの反映》 

 事業所支援の必要性は現場の意見からも支

持されている。実地教育に従事する者には、

事業所の運営に関する一定の知識、ノウハウ

が求められる。 

 

④スーパービジョンの知識と技術 

《主な意見》 

・グループ・スーパービジョン（GSV）によ

り視野の広がりやケースへ客観的な視点等

が養われる 

・GSV では進行やアドバイス等の雰囲気づ

くりが重要 

・GSV と事例検討の特性（長所・短所等）、

手法等の相違の明確化が必要 

《コンピテンシーへの反映》 

 地域における人材育成の手法として GSV

等のスーパービジョンが有用であるとの声が

多かった。実地教育に従事する者には、スー

パービジョンに関する一定の知識と技術が不

可欠と言える。 

 

⑤個別での対応の知識と技術 ／ ⑥集団での

対応の知識と技術 

《主な意見》 

・支援の場で一緒に考えられる 

・実地教育に従事する者に求められる知識 

・技術として、以下のような、具体的な対応

の方法等が挙げられた。コーチングの技

術、信頼関係を築く技術、支援のあるべき

姿を示すこと、サポートされる相談員の良

さを引き出す力、コミュニケーション力

（人と関わることが好きであること）、連

絡調整する力 

《コンピテンシーへの反映》 

 実地教育とは相談支援専門員等に対する

「支援者支援」とも言い換えることができ

る。相談支援専門員は、実地教育に従事する

者と「ともに考え、実践する」ことを望んで

いる。実地教育に従事する者にとって、支援

者支援に資する知識・技術の習得が重要であ

ることが再確認された。なお、具体的な方法

としては、個別での対応と集団での対応の二

つが想定されるため両者を明確に分け記述し

た。 

 

⑦人材育成の研修の企画 

《主な意見》 

・地域での連絡会や研修会等の開催を期待し

ている 

・スキルの一つに、地域での人材育成の体制

（しくみ）をつくる力が挙げられる 

・人材育成には「自己の学び」と「他者の育

成」の２つの視点が重要である 

《コンピテンシーへの反映》 

 インタビュー調査では、相談支援専門員は

地域における学びの機会を求めていることが

明らかになっており、「学びあう地域」を構

築するための研修の場等の企画を行うことが
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期待されている。 

  

D.考察 

 相談支援専門員に対する実地教育に従事す

る者のコンピテンシーは、一定の根拠を有す

るものであると同時に、相談支援に従事する

実践者にとって分かりやすく・使いやすいも

のでなければならない。本分担研究を通じ

て、本研究が示したコンピテンシーが、主任

相談支援専門員及び相談支援専門員の意見等

によって精査が図られた。 

 

E.結論 

 以上の結果から、実地教育に関するコンピ

テンシーを表３―４のとおり、変更した。 

 

F.研究発表 

特になし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 

 

H.文献 

熊谷晋一郎（2020）「当事者研究の導入が障

害のある社員の創造性に与える影響に関す

る研究」2019-2020 年度ＥＳＲＩ国際共同

研究（ＷＧ２）中間報告会資料 
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表３－４ 相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシー 

 

 

 

 

 

カテゴリー サブカテゴリー 具体的な行動の例

・地域の相談員に対して、敬意を持った姿勢で接することができる

・地域の相談員に対して、共感する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の業務量を理解する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の所属する法人や事業所の視点を含めて理解する姿勢を持つことができる

・地域の相談員の経歴を理解する姿勢を持つことができる

・困ったことを相談できる関係性の構築を意識できる

・今、困っていることを理解して話を聞く姿勢を持つことができる

・意思決定支援を実践できる

・フォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・協議会等を活用して、社会資源の開発等ができる

・地域のフォーマル、インフォーマルな資源を活用できる

・地域の相談支援体制における主要な機関について把握している

・地域の人口や資源数等を把握している

・人事管理、経営管理の知識がある

・相談支援事業におけるリスクマネジメントに関する知識がある

・コンサルテーションを行うことができる

・スーパービジョンの知識がある

・スーパーバイザー、スーパーバイジーの経験がある

・地域の相談員の状況や能力に応じたフィードバックを行うことができる

・進捗のモニタリングができる

・地域の相談員の課題や特性をアセスメントできる

・地域の相談員の特性や課題を把握する機会を設けることができる

・ファシリテーションを行うことができる

人材育成の研修の企画 ・人材育成に関する研修等の企画ができる

集団での対応の知識と技術

態度・価値観

地域の相談員を尊重する

地域の相談員の状況を理解する

メンターとしての役割を意識する

知識・技術

ミクロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と技術

地域の特性の知識

事業所運営の知識

スーパービジョンの知識と技術

個別での対応の知識と技術

表３－１：受けた実地教育の内訳（分析対象者） 

実地教育の内容 人数 ％ 

基幹相談支援センターへの相談（電話等） 8 88.9% 

基幹相談支援センター職員に同行してもらう 3 33.3% 

貴相談支援事業所へ基幹相談支援センターが訪問する 2 22.2% 

スーパービジョン（グループスーパービジョン含む）への参加 3 33.3% 

事例検討会への参加 4 44.4% 

基幹相談支援センター主催の研修会への参加 1 11.1% 

その他 1 11.1% 

表３－２：謙虚なリーダーシップ尺度 

 

表３－３：心理的安全性 

 

 

 

 

 

１回目 ２回目

批判的な内容であっても、フィードバックを積極的に求める 5.0 5.0

何かのやり方が分からないとき、そのことを認める 6.3 6.0

自分よりも他人の方が多くの知識やスキルを持っているとき、そのことを認める 6.3 6.3

他人の長所に注意が向く 6.7 6.5

他人の長所を褒める 6.5 6.5

他人の特異な貢献に対して感謝を示す 6.8 6.8

他人から意欲的に学ぼうとする 6.3 6.3

他人のアイデアに耳を傾ける 6.8 6.8

他人の助言に耳を傾ける 6.8 6.8

１回目 ２回目

ミスをすると、しばしば白い目で見られる 1.8 1.8

問題や困難について問題提起することができる 5.7 5.4

時として、自分と異なるという理由で他者を拒絶することがある 2.1 1.9

リスクを取っても安全だ 5.3 5.4

他のメンバーに助けを求めることは困難だ 2.0 1.9

私の努力をわざと無駄にしようと振り舞うメンバーはいない 6.1 5.9

メンバーと一緒に仕事をする時、私ならではのスキルや才能が価値を認められ、生かされている 5.6 5.1
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厚生労働行政推進調査事業費（厚生労働科学特別研究事業） 

分担報告書 

 

相談支援専門員に対する実地教育に従事する者を養成する 

カリキュラム及び教材の開発 

 

研究分担者：相馬大祐（福井県立大学） 

研究協力者：鈴木敏彦（和泉短期大学） 

 

要旨 

本研究にて明確化された相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシ

ーをどのように伝達するか、研究者及び実地教育従事者で構成する検討委員会で検討を

重ねた。また社会福祉における障害福祉領域やその他の領域の実地教育に関する先行研

究も参考にして、相談支援専門員に対する実地教育に従事する者を養成するカリキュラ

ム及び教材を開発した。 

A.研究の背景と目的 

相談支援専門員を対象にした実地教育に従

事する者を養成する研修は主任相談支援専門

人養成研修以外では専門コース別研修の「ス

ーパービジョン・管理・面接技術」が該当す

る。しかし、この「スーパービジョン・管

理・面接技術」を実施している都道府県は

35%にとどまっている現状にある（高木

2019）。 

そのため、本研究において実施してきた実

地教育に従事する者へのインタビュー調査及

び実地教育に関するコンピテンシーの効果検

証に関する研究の結果から明確化された相談

支援専門員に対する実地教育に従事する者の

コンピテンシー（以下、コンピテンシー）を

伝達するカリキュラム及び教材等の開発を行

うことを目的とする。 

 

B.方法 

本研究にて明らかにしたコンピテンシーの

何を伝達するのか、どのように伝達するのか

について、研究者及び実地教育を行う主任相

談支援専門員にて構成される検討委員会にて

検討を重ねた。 

また社会福祉の専門職養成及び成人学習、

経験学習等の先行研究を参考にカリキュラム

及び教材等を開発した。 

 

C.結果 

1. 実地教育従事者養成に関するコアコンピ

テンシー 

（１）コアコンピテンシー抽出の枠組み 

 本研究で明らかにしたコンピテンシーは、

相談支援専門員の熟達化のための実地教育を

担う者として必要な能力と言うことができ

る。 

熟達化とは、実践知を獲得する学習過程と

され、実践知とは熟達者（ある領域の長い経

験を通して、高いレベルのパフォーマンスを

発揮できる段階に達した人）がもつ実践に関

する知性と言われている（楠見 2012）。この

実践の内容としては、相談支援専門員には障

害児者の生活の支援と地域づくりが役割とさ

れていることから、生活支援と地域づくりが
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該当すると考えられる（藤川 2020）。初任者

研修や現任研修はこの生活支援と地域づくり

の実践知の獲得が１つの狙いと言うことがで

きる。そのため、本研究で明らかにしたコン

ピテンシーのサブカテゴリーである「ミク

ロ・メゾ・マクロの相談支援の知識と技術」

「地域の特性の知識」「事業所運営の知識」

は実地教育を担う者としての実践知の知識・

技術と整理した。 

一方、実地教育に従事する者にはこのよう

な実践知に加えて、地域の相談支援専門員が

実践知を獲得する過程（熟達化）を支援す

る、言いかえれば教育する態度や価値観、知

識や技術が必要になる。そこで、実地教育を

担う者としての教育的知識・技術と実地教育

を担う者としての教育的態度・価値観を相談

支援専門員に対する実地教育に従事する者の

コアコンピテンシーとして位置づけた（図４

―１）。 

 

（２）実地教育従事者養成に関するコアコン

ピテンシーとスーパービジョン 

先述した枠組みで整理した結果、実地教育

従事者養成に関するコアコンピテンシーは、

態度・価値観は「地域の相談員を尊重する」

「地域の相談員の状況を理解する」「メンタ

ーとしての役割を意識する」より構成され、

知識・技術は「スーパービジョンの知識と技

術」「個別での対応の知識と技術」「集団での

対応の知識と技術」「人材育成の研修の企

画」より構成される（表４－１）。このコア

コンピテンシーが実地教育従事者養成研修

（仮）にて伝達する内容になる。 

一方、実地教育に従事する者としての教育

的態度・価値観や知識・技術を獲得する方法

は限られているのが現状である。先に述べた

ように専門コース別研修にて実地教育の１つ

と考えられるスーパービジョン研修を実施し

ている都道府県は 35％にとどまり、主任相

談支援専門員養成研修にて学ぶしか方法はな

い。そのため、より学習内容を簡素化し、発

展性のあるカリキュラムにする必要がある。 

そこで、実地教育の方法は多様であるが、

実地教育従事者養成研修（仮）ではスーパー

ビジョンの知識・技術を体得することに焦点

を当てる。スーパービジョンについては主任

相談支援専門員養成研修にて伝達されている

だけでなく、初任者研修、現任研修のカリキ

ュラムの中にもその考え方が含まれているた

め、相談支援専門員の熟達化を支援する方法

として採用しやすいことが理由としてあげら

れる。また相談支援専門員はソーシャルワー

ク活動を行う専門職であるとされ（島村

2020）、ソーシャルワークの人材育成の方法

として、スーパービジョンが位置づいている

ことも理由となる。さらに、スーパービジョ

ンは多様な方法があることで、実地教育に必

要な多様な技術を習得する入口として、展開

性があると考えた。 

 

（３）実地教育従事者養成に関するコアコン

ピテンシーの伝達方法 

①スーパービジョンの課題 

 具体的な伝達方法を考える上で、まずはス

ーパービジョンに関する課題を確認したい。 

 岡田らは日本社会福祉士会に登録している

認定社会福祉士 484 名を対象にしたスーパー

バイジー調査の結果、認定社会福祉士制度で

求められるスーパービジョンを受けたことの

ない者が回答者 220 名の内、138 名

（62.7%）であったことを報告している（岡

田 2019）。また、この理由として最も多かっ

た内容が「スーパーバイザーがいない」とい

うものであった。同様な状況として、大谷ら

は日本社会福祉士会が会員に対して実施した

調査結果を紹介し、スーパービジョンを受け

たことのある者は 50％、継続して受けてい

る者は 5.3％であったことを指摘している

（大谷他 2019）。このような状況は障害福祉

領域でも指摘がなされている。令和元年度主
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任相談支援専門員養成研修では、小澤が「ス

ーパービジョンの理論と実際」の中で、スー

パ―ビジョンが業務とみなされていないこ

と、スーパーバイザーの不足を課題として指

摘している（小澤 2019）。 

このようなスーパービジョンが実施されて

いない要因として、大谷らは①バイザーにな

る不安、②バイザーのスキルの不明確さ、③

自己評価のあいまいさ、④バイザーのサポー

ト体制の未整備を指摘している（大谷他

2019）。 

 

②実地での研修の必要性 

一方、スーパーバイザーの養成研修や主任

介護支援専門員の更新研修等は既にスーパー

バイザーとして業務を行っている者にスーパ

ーバイズを行う構造か講義や演習でスーパー

ビジョンの知識及び技術を伝達するものに大

別された。上記のスーパービジョンが行われ

ていない現状、またスーパーバイザーになる

不安や技術の不明確さ等の課題を解消するた

めには、研修会場でのスーパービジョンの知

識や技術の伝達では限界があると考え、本研

修のコアコンピテンシーの伝達方法は「人材

育成の研修等の企画」以外は全て、講義、演

習、実地という３つの方法で伝達することと

した（表４－１）。ここで言う実地とは、実

際の実践現場を意味し、実地での研修とは実

際の実践現場で取り組むことを意味する。 

 

2. 実地教育従事者養成研修（仮）の概要 

（１）研修の目的と対象、到達目標 

 実地教育従事者養成研修（仮）の目的は効

果的な実地教育、言い換えれば、コンピテン

シーに基づく実地教育を行う者の養成と言え

る。また、主任相談支援専門員と異なり、主

任相談支援専門員には更新研修がないことか

ら、主任相談支援専門員養成研修のフォロー

アップという目的が加えられる。さらに本研

修を実施することで、実地教育を受ける側の

相談員の課題が解消され、最終的に障害当事

者や家族に対する効果的な支援の実現を目的

とする。さらには、主任相談支援専門員、相

談支援専門員、所属法人等の枠を超えて、学

び合う地域づくりへ寄与することが目的と言

える。 

 また本研修の対象者は実地教育を担う主任

相談支援専門員とした。 

 さらに、実地教育従事者養成研修（仮）の

到達目標は以下の３点とした。 

 

 実地教育に必要な教育的態度・価値観の

獲得 

 実地教育に必要な教育的知識の獲得 

 実地教育に必要な教育的技術の獲得 

 

（２）伝達方法の特徴 

 先述したように、日本のスーパービジョン

の指導者養成に関する課題や相談支援専門員

の人材育成に関する他の研修の状況を考える

と、より入門的な内容が必要になる。そのた

め、本研修では実地での教育を採用すること

にした。この他の特徴として、経験学習モデ

ルの採用と研修を実施する者と受ける者の関

係性について、以下に述べたい。 

 

① 経験学習モデルの採用 

 本研修の伝達方法は講義、演習、実地の３

つから構成される。これら３つの伝達方法の

関係性はコルブの経験学習モデルを参考にす

る。具体的には、具体的経験を実地で、省察

的観察と抽象的概念化を演習で、能動的実験

を実地にて行う。講義はこれらの学習サイク

ルに必要な知識を提供するものと位置付け

た。 

 

② 研修を実施する者と受ける者の関係性 

 多くの研修では実施する者、言い換えると

教育をする者と研修を受ける者、教育を受け

る者に大別して実施されている。これは知識
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のある者からない者へ知識を提供するという

形式で行われていると考えられる。しかし、

知識ではなく価値や技術を伝達する場合は該

当されるのであろうか。例えば、教育をする

者は教育を受ける者より高い技術が必要なの

であれば、高度な技術者にはさらに高度な技

術者が教育しなければならない。本研修のよ

うに実践知を獲得することを目的にした実地

教育を行う者は、より高い実践知を有するこ

とが求められ、その実地教育を行う者を養成

する者はさらに高い実践知のあるスーパーマ

ンしかできないことになる。これは研修の般

化といった点でも、現実的とは言い難い。 

パウロ・フレイレはこのような教育をする

者と教育を受ける者の垂直型の関係性による

教育ではなく、教育をする者と教育を受ける

者が対等な関係を構築すること、教育をする

者が教育をしながら教育されることの必要性

を指摘している（Paulo Freire,1970）。本研

修はこのパウロ・フレイレの考え方に依拠す

る。具体的には、教育をする者が終始教育を

するのではなく、教育をすることで教育され

るという点を考慮し、教育する者と教育を受

ける者が入れ替わる方法を採用する。 

 

3. 実地教育指導者養成研修（仮）のカリキ

ュラム案 

（１）カリキュラムの基本的構造 

 本研修のカリキュラムの基本的構造は「研

修の全体像、実地教育に関する講義」の次

に、「講義と演習①」を位置づけている（表

４－２）。これは「実地での研修」前に実地

教育に関する知識と技術を獲得すること、

「実地での研修」の目的や内容等を明確化す

ることを狙いとしている。次に「講義と演習

②」は「実地での研修」後に位置づけ、「実

地での研修」を省察し、概念化を行う。最後

に「フォローアップ」は本研修後のスーパー

バイザーのサポート体制の構築を目的に、定

期的に受講者で集まる場を設定することとし

た。 

 本研修の基本的構造は上記のとおりであ

り、分散して実施する場合は「実地での研

修」の内容ごとに講義と演習を行うことも可

能と言える。 

 

（２）各回の概要 

① 研修の全体像及び実地教育に関する講義 

 研修の全体像及び実地教育に関する講義の

概要、獲得目標は以下のとおりである。 

 

〈概要〉 

研修の全体像の講義を行う。また実地教育

に関する態度・価値観及び知識・技術につい

ての講義を行う。 

 

〈獲得目標〉 

 実地教育の知識について他者に説明でき

る。 

 実地教育の技術について他者に説明でき

る。 

 実地教育の態度・価値観について他者に

説明できる。 

 自身が本研修で獲得したいコンピテンシ

ーを他者に説明できる。 

 

 研修の全体像及び実地教育に関する講義は

講義及び演習に行う。具体的な内容として

は、「本研修の目的と構造」「主任相談支援専

門員の役割と人材育成」「人材育成における

視点（態度・価値観）」「実地教育の方法と内

容」「スーパービジョン概論」である（表４

－３）。 

 

② 講義と演習① 

 講義と演習①の概要と獲得目標は以下の通

りである。この講義と演習①は１回から数回

に分散して実施することができる。 
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〈概要〉 

 実地での研修の目的や内容を明確化するこ

とが講義と演習①の狙いと言える。またスー

パービジョンの準備、スーパービジョンの実

際、スーパービジョンの振り返りといった一

連の展開を理解し、それぞれの場でのスーパ

ーバイザーとして求められる知識、技術を理

解することが求められる。 

 

〈獲得目標〉 

 スーパービジョンの具体的展開について、

説明できる。 

 スーパービジョンの準備として、スーパ

ーバイジーへのアセスメント場面でのス

ーパーバイザーに必要な知識と技術を説

明できる。 

 スーパービジョンを実際に行う場面での

スーパーバイザーとして必要な知識と技

術を説明できる。 

 スーパービジョンの振り返り場面でのス

ーパーバイザーとして必要な知識と技術

を説明できる。 

 実地研修についての目的や内容について、

説明できる。 

 

 講義と演習①の具体的内容はスーパービジ

ョンの具体的展開毎にスーパーバイザーとし

て求められる知識と技術を理解することにな

る（表４－４）。 

 

③ 実地での研修 

 実地での研修の概要及び獲得目標は以下の

とおりである。 

 

〈概要〉 

 講義と演習①と同様に、スーパービジョン

の展開を３回に分けて実地にて行う。具体的

にはスーパービジョンの準備段階とスーパー

ビジョンの実際とスーパービジョンの振り返

りとなる。これらを実際の実践現場で行うこ

とが実地での研修の概要である。 

 

〈獲得目標〉 

 スーパービジョンの準備のとして、スー

パーバイジーへのアセスメントを行うこ

とができる。 

 スーパービジョンを実際に行うことがで

きる。 

 スーパービジョンの振り返りを行うこと

ができる。 

 

 実地での研修では、スーパービジョンの展

開として、３つの場面でのスーパーバイザー

の技術の獲得を目標に行う（表４－５）。 

 

④ 講義と演習② 

 講義と演習②の概要と獲得目標は以下の通

りである。この講義と演習②も１回から数回

に分散して実施することができる。 

 

〈概要〉 

 講義と演習②は実地での研修で得た経験を

省察し、抽象的概念化を行うことが狙いと言

える。実地での研修で行ったそれぞれの場面

での経験を振り返り、受講者間で共有する。

また今後の目標を設定する。 

 

〈獲得目標〉 

 スーパービジョンの準備のとして、スー

パーバイジーへのアセスメントを行った

経験を省察し、気付きを言語化できる。 

 スーパービジョンを実際に行った経験を

省察し、気付きを言語化できる。 

 スーパービジョンの振り返りを行った経

験を省察し、気付きを言語化できる。 

 今後の自身の目標を設定することができ

る。 

 

 講義と演習②は実地での経験を振り返るこ

とが大きな狙いと言える。また、今後の目標



26 

 

を設定する機会を設け、最終的には学び合う

地域づくりを考える機会を提供する 

 

⑤ フォローアップ 

 フォローアップは一定の期間を定め、それ

までに行ってきた実地教育の振り返りを目的

とする。行ってきた実地教育の内容、うまく

いったこと、ジレンマ、課題等を受講者間で

共有する。 

 

D.考察 

1. 研修効果の把握方法の検討 

 研修効果を把握する方法としては、まず受

講中に把握が可能な受講者の満足度や理解度

があげられる。この他に、受講後にしか把握

ができないものとして、受講後の業務内でい

かに研修内容が活用されたかがあげられる。

この業務での活用度については、短期的に把

握するのは困難と言え、長期的に把握するこ

とが必要であると考える。 

 具体的な把握方法としては、１つに自己評

価がある。本研究で明確化された実地教育に

関するコンピテンシーを使用して、受講者に

よる自己評価を行う。また、本研究で採用し

た「謙虚なリーダシップに関する尺度」や

「心理的安全性に関する尺度」を使用するこ

とも考えられる（熊谷 2020）。一方、この２

つの尺度は他者評価より把握するとされてい

るため、この他に、先行研究ではスーパービ

ジョンスキルのセルフチェックリストも開発

されており（大谷 2019）、これらを参考に本

研修の評価方法を検討することが求められ

る。 

 

2. 研修の実施体制 

相談支援専門員の初任者研修、現任研修等

については、都道府県の地域生活支援事業と

して、相談支援従事者研修事業が位置づけら

れている。現在は初任者研修等の他に主任相

談支援専門員養成研修、専門コース別研修が

該当する。 

都道府県にはこの他にも地域生活支援事業

だけでも、様々な人材育成の取り組みの実施

が求められており、さらに本研修を行うよう

都道府県に求めることは地域によって困難が

生じるのではないかと推測される。このよう

な課題の克服のためには、地域に根差した大

学や研究者の存在が不可欠であり、今後その

参加が強く求められる。 

 

3. 学び合う地域づくりの実現のために 

本研修は相談支援専門員の熟達化を支える

者の養成が目的であるが、最終的な目標は障

害当事者の生活への寄与であることを忘れて

はならない。そのためには、主任相談支援専

門員が相談支援専門員に一方的に何かを教え

るといった方法ではなく、全ての支援者が学

び合うことのできる地域の実現へと展開する

ことが本研修の最終的な目標と言える。 

 

E.結論 

 本研究によって明確化された相談支援専門

員に対する実地教育に従事する者のコンピテ

ンシーを伝達するためのカリキュラム及び教

材等について開発を行った。 

 

F.研究発表 

特になし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

特になし 

 

H.文献 

藤川雄一（2020）「研修受講ガイダンス」小

澤温編集『障害者相談支援従事者研修テキ

スト初任者研修編』中央法規 

熊谷晋一郎（2020）「当事者研究の導入が障

害のある社員の創造性に与える影響に関す

る研究」2019-2020 年度ＥＳＲＩ国際共同

研究（ＷＧ２）中間報告会資料 



27 

 

楠見孝（2012）「第 1 章 実践知と熟達者と

は」4-31、金井壽宏・楠見孝編『実践知』

有斐閣 

岡田まり（2019）『社会福祉士のスーパーバ

イザー養成プログラムの開発と評価』科学

研究費助成事業研究成果報告書（https:// 

kaken.nii.ac.jp/ja/file/KAKENHIPROJE

CT-15H03440/15H03440seika.pdf、

2021/5/28） 

大谷京子・山口みほ編著（2019）『スーパー

ビジョンのはじめかた』ミネルヴァ書房 

小澤温（2019）「スーパービジョンの理論と

実際」令和元年度主任相談支援専門員養成

研修資料 

Paulo Freire（1970）PEDAGOGY OF THE 

OPPRESSED 50th Anniversary Edition

（＝2018、三砂ちづる訳『被抑圧者の教

育学 50 周年記念版』亜紀書房  

島村聡（2020）「講義１―３ 相談支援に必

要な技術」小澤温編集『障害者相談支援従

事者研修テキスト初任者研修編』中央法規 

高木憲司（2019）「相談支援専門員及びサー

ビス管理責任者等の専門知識等の向上のた

めの研究（分担研究報告書１）」『相談支援

専門員及びサービス管理責任者等の専門知

識等の向上並びに高齢化対応を含めた連携

促進のための研究 平成 30 年度統括・分

担研究報告書』厚生労働科学建機給費補助

金障害者者政策総合研究事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28 

 

図４―１ 実地教育に従事する者のコアコンピテンシーの枠組み 

 

表４―１ コアコンピテンシーと伝達方法 

大分類 コアコンピテンシー（伝える内容） 伝達方法 

態度・価値観 

地域の相談員を尊重する 講義、演習、実地 

地域の相談員の状況を理解する 講義、演習、実地 

メンターとしての役割を意識する 講義、演習、実地 

知識・技術 

スーパービジョンの知識と技術 講義、演習、実地 

個別での対応の知識と技術 講義、演習、実地 

集団での対応の知識と技術 講義、演習、実地 

人材育成の研修等の企画 講義、演習 

※実地とは、実際に実践現場で取り組むことを意味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学習

経験

実地教育に従事する者としての実践知 知識

技術

実地教育に従事する者としての
教育的知識、技術

実地教育に従事する者としての
態度・価値観
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表４－２ カリキュラムの基本的構造 

プログラム 具体的内容 伝達方法 

研修の全体像、実

地教育に関する講

義 

 研修の目的、構造、教育方法 

 研修の目的の明確化 

 主任相談支援専門員の役割と人材育成 

 実地教育における価値観・態度 

 実地教育の知識・技術 

講義、演習 

講義と演習① 

 実地に向けての講義と演習 

 スーパービジョンの準備 

 スーパービジョンの実際 

 スーパービジョンの振り返り 

講義、演習 

実地での研修 

 スーパービジョンの準備段階の経験 

 グループスーパービジョンの経験 

 スーパービジョンの振り返りの経験 

実地 

講義と演習② 

 実地での経験の振り返り 

 実地教育プロセスの理解 

 共に学び合う地域づくり 

講義、演習 

フォローアップ  その後のスーパービジョンの取り組みの共有 実地 
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表４－３ 研修の全体像及び実地教育の講義 

プログラム 時間 含むべき内容 

本研修の目的と構造 60分 

以下の点について講義する。 

 本研修の獲得目標 

 本研修の構造（実践知と実地教育のコンピテン

シー） 

 実地教育に関するコンピテンシーの解説 

 本研修で何を獲得したいか、目標を明確にする

必要性 

主任相談支援専門員の役

割と人材育成 
90分 

 主任相談支援専門員養成研修の「主任相談支援

専門員の役割と視点」と「人材育成の意義と必

要性」の概要について講義する。 

人材育成における視点（態

度・価値観） 
60分 

 価値や態度について講義する。 

 他の相談員を尊重することやメンターとして

の役割等について講義をする。 

実地教育の方法と内容 90分 

以下の点について、講義及び演習を行う。 

 実地教育の場の設定について 

 集団での実地教育の方法 

 個別での実地教育の方法 

 サービス等利用計画の評価 

スーパービジョン概論 90分 

 主任相談支援専門員養成研修の「スーパービ

ジョンの理論と実践」の概要について講義す

る。 

 スーパービジョンの各種方法について講義を

行う。 

 スーパービジョンの具体的展開について講義

する。 
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表４－４ 講義と演習① 

プログラム 含むべき内容 

今回の獲得目標の共有 
 本研修の構造（実践知と実地教育のコンピテンシー）の確

認 

スーパービジョンの準備

段階に関する講義と演習 

 相談員へのアセスメントの必要性に関する講義 

 相談員へのアセスメントに関する演習 

 相談員が何に困っているのか等をアセスメントする演習

を行う。受講者がバイザー役、バイジー役に分かれ、実際

にロールプレイを行う。ロールプレイ後、自身の今までの

取り組みについて振り返り、グループ間で共有する。また、

実地研修でどのようなことを取り組みたいか共有する。 

グループスーパービジョ

ンに関する演習 

 グループスーパービジョンの体験 

 モデル事例を利用して、グループスーパービジョンを行

う。体験後、自身の今までの取り組みについて振り返り、

グループ間で共有する。また、実地研修でどのようなこと

を取り組みたいか共有する。 

スーパービジョンの振り

返りに関する演習 

 １対１のスーパービジョンの体験 

 モデル事例を利用して、１対１のスーパービジョンのロー

ルプレイを行う。体験後、自身の今までの取り組みについ

て振り返り、グループ間で共有する。また、実地研修でど

のようなことを取り組みたいか共有する。 

 

表４－５ 実地での研修 

プログラム 含むべき内容 

スーパービジョンの準備

段階の経験 

 グループスーパービジョンを行う準備段階として、スーパ

ーバイジーから提供する事例等の話を聞き、どのような点

がポイントなのか、バイジーは何を悩んでいるのかをアセ

スメントする経験をする。 

グループスーパービジョ

ンに関する経験 

 グループスーパービジョンをスーパーバイザーとして経

験する。 

スーパービジョンの振り

返りに関する経験 

 グループスーパービジョンを踏まえて、スーパーバイザー

として１対１の振り返りを経験する。 
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表４－６ 講義と演習② 

プログラム 含むべき内容 

今回の獲得目標の共有 
 本研修の構造（実践知と実地教育のコンピテンシー）の確

認 

スーパービジョンの準備

段階の経験の振り返り 

 スーパーバイザーとしてのスーパービジョンの準備段階

の経験を振り返り、気付きを言語化する。言語化した気付

きを受講者で共有する。 

グループスーパービジョ

ンに関する経験 

 スーパーバイザーとして行ったグループスーパービジョ

ンを振り返り、気付きを言語化する。言語化した気付きを

受講者で共有する。 

スーパービジョンの振り

返りに関する経験 

 スーパーバイザーとして行ったグループスーパービジョ

ンの１対１の振り返りの経験を振り返り、気付きを言語化

する。言語化した気付きを受講者間で共有する 

まとめ 

 実地教育（スーパービジョン）のプロセスに関する講義を

行う。 

 共に学び合う地域づくりについての講義を行う。 

 今後の目標を設定し、受講者間で共有する。 

 フォローアップについて、講義する。 

 



32 

 

 

 

 

資 料 

 

1. 相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシーの検証 調査票（１回目） 

2. 相談支援専門員に対する実地教育に従事する者のコンピテンシーの検証 調査票（２回目） 
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 本研究の目的は、相談支援専門員に対する実地教育の専門的力量を明らかにし、またその

結果を検証することです。本研究での実地教育とは実践知を養い熟達化するための実務・

実践場面での取り組みであり、具体的には業務実施地域で行われるスーパービジョンや業

務内で行われる研修も含みます。

 本研究の成果により、相談支援専門員の実地教育の実施方法の開発し、相談支援専門員の

実地教育の在り方への提言を行います。

 研究への参加は自由です。参加しない場合でも不利益を受けることはありません。

 希望によっては、研究実施計画等を閲覧することができます。ご希望の方は下記の問い合

わせ先にご連絡ください。

 本研究で知り得た個人情報については、取り扱いには十分配慮いたします。

 本研究で知りえた情報等は、本研究のために使用されます。データはパスワード付きの外

付けハードディスクに2026年３月31日まで保管し、保管期間を過ぎた場合はデータ消去ソ

フトを使用して、破棄します。

 福井県立大学人権擁護・倫理委員会で審査した上で、本研究の結果を厚生労働省等他機関

に提出することがあります。

 本研究結果を学会や学術雑誌に公表を予定しています。いただいた回答内容は、統計的な

処理を行った上で公表します。統計処理に当たって、回答者の氏名、機関名、地域名と

いった個人が特定されることはありません。自由記述欄に固有名詞があり、それを掲載す

る場合は匿名化します。

 本調査票のご回答をもって、本研究への参加に同意いただいたと判断いたします。

 ２月22日（月）までにご回答ください。ご回答にあたっては送付されたメールアドレスに

ご返信ください。

 本調査の回答者は相談支援専門員の方を想定しています。事業所単位ではなく、貴事業所

に配置されている全相談支援専門員が対象です。相談支援専門員お１人おひとりにご回答

いただければと存じます。勤務形態は特に問いません（常勤、非常勤、専任、兼任の別で

はなく、全員を対象にしています）。

 何かご不明な点がありましたら、下記の問い合わせ先までご連絡ください。

令和２年度厚生労働科学研究費補助金「相談支援専門員に対する実地教育の実施方法及び

実地教育に従事する指導者養成カリキュラム開発についての調査研究」

相談支援専門員に対する実地教育のコンピテンシーの検証に関する調査 調査票

【ご記入にあたって】

〈調査実施者〉

和泉短期大学 鈴木敏彦 ／ 福井県立大学 相馬大祐

〈本調査の問い合わせ先〉

福井県立大学 相馬大祐 〒910-1195 福井県吉田郡永平寺町松岡兼定島４－１－１

FAX：0776-61-6016 E-mail：soma@fpu.ac.jp
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１．以下の項目について、現時点のあなたに該当する箇所に〇を選択してください。該当しない場合は何も選択しないでください。

【記入例】人権意識等について、理解できている、他者に説明できている場合。

理解できて

いる

他者に説明

できる
実践できる

相談支援に必要な価値

〇 〇

理解できて

いる

他者に説明

できる
実践できる

相談支援に必要な価値

相談支援に必要な知識・技術

障害福祉に関する制度について

権利擁護・虐待防止に関する制度について

障害特性（身体・知的・精神・発達・難病）について

障害児支援について

医療的ケアを必要とする児者について

地域移行者について

高齢障害者支援について

個別ケースに対する相談支援のスキル

記録の技術について

安心感の提供について

受容

傾聴

面接設定

インテーク・アセスメント

情報収集力

ケースを通じての情報整理力

見立ての力

要約力

説明力

客観性の担保

２次アセスメントの活用

サービス担当者会議を適切に開催・運営

会議招集

情報共有力

スムーズな会議進行

サービス等利用計画

社会資源情報収集

調整力

各地から

説明する力

必要に応じて適切な介入

モニタリング

適切なモニタリング期間の設定

サービス提供状況の確認

サービス提供状況の聞き取り

終結

終結の判断基準、根拠

終結判断の方法

人権意識・当事者尊重・意思決定支援について

人権意識・当事者尊重・意思決定支援について
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地域デザインにおける相談支援のスキル

有効なネットワーク構築

チーム形成

個別支援会議活用

地域ニーズの適切な把握

地域ニーズの掘り起こし

地域ニーズのコーディネート

地域診断

地域診断のための情報収集

地域情報の発信

社会資源の開発／改善

個別の支援から地域課題提起

地域解決策検討

課題解決策提案

地域の人材育成および運営管理における相談支援スキル

地域での人材育成

スーパービジョン

ファシリテーション

研修立案・運営

地域協議会の運営

情報共有のための定例会議の運営

課題検討のための各種部会等の運営

合意形成・施策低減のための運営会議等の運営
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１．全く同意

しない

２．かなり同

意しない

３．あまり同

意しない

４．どちらで

もない

５．やや同意

する

６．かなり同

意する

７．とても強

く同意する

この人物は、批判的な内容であっても、フィードバックを積極的に求め

る。

この人物は、何かのやり方が分からないとき、そのことを認める。

この人物は、自分よりも他人の方が多くの知識やスキルを持っていると

き、そのことを認める。

この人物は、他人の長所に注意が向く。

この人物は、他人の長所を褒める。

この人物は、他人の特異な貢献に対して感謝を示す。

この人物は、他人から意欲的に学ぼうとする。

この人物は、他人のアイデアに耳を傾ける。

この人物は、他人の助言に耳を傾ける。

あなたが活動する地域での実地教育（相談支援専門員からの相談の対応、スーパービジョンや研修会等）を行う基幹相談支援センターの職員についてお聞きします。それぞれの

項目について、あなたが該当すると考える箇所に〇を１つ選択してください。該当しない項目には何も記入しないでください。

１．全くあて

はまらない

２．ほとんど

あてはまらに

３．あまりあ

てはまらない

４．どちらと

もいえない

５．ややあて

はまる

６．かなりあ

てはまる

７．非常にあ

てはまる

このチームミスをすると、しばしば白い目で見られる。

このチームのメンバーは、問題や困難について問題提起することができ

る。

このチームのメンバーは、時として、自分と異なるという理由で他者を拒

絶することがある。

このチームでは、リスクを取っても安全だ。

このチームでは、他のメンバーに助けを求めることは困難だ。

このチームでは、私の努力をわざと無駄にしようと振り舞うメンバーはい

ない。

このチームのメンバーと一緒に仕事をする時、私ならではのスキルや才能

が価値を認められ、生かされている。

あなたが活動する地域の他の相談支援専門員や行政機関の担当部署職員等をチームと考える場合、それぞれの項目であなたが該当すると考える箇所に〇を１つ選択してくださ

い。該当しない項目には何も記入しないでください。
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実地教育（相談支援専門員からの相談対応、スーパービジョン、研修会等）を受ける上での期待について、お書きください。

ご回答ありがとうございます。調査は以上です。

本調査は２回実施し、前後のデータを比較いたしますので、下記についてもご記入ください。

なお、本結果を公表する場合、また統計処理する際、回答者の方が特定されることはありません。

ご回答者氏名

メールアドレス

ご所属先

ご回答日時
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 本研究の目的は、相談支援専門員に対する実地教育の専門的力量を明らかにし、またその

結果を検証することです。本研究での実地教育とは実践知を養い熟達化するための実務・

実践場面での取り組みであり、具体的には業務実施地域で行われるスーパービジョンや業

務内で行われる研修も含みます。

 本調査は２月に実施したアンケート調査にご回答いただいた方に送付しています。

 ２月から３月の２か月間で実地教育を受けた場合、どのような変化があったのかを把握す

ることを目的としているため、２月のアンケート調査の内容と同じ項目が多数あります。

 上記のことをご理解の上、現時点の回答者自身の状況をお教えください。

 ３月31日（水）までにご回答ください。ご回答にあたっては送付されたメールアドレスに

ご返信ください。

 回答にあたっては、調査票１のタグをまずは開いてください。回答内容によって、調査票

２に進む方と調査票５に進む方に分かれます。

 以降の結果の公表は個人が特定されない点や同意についての項目は前回の調査と変更あり

ません。ご確認ください。

 研究への参加は自由です。参加しない場合でも不利益を受けることはありません。

 希望によっては、研究実施計画等を閲覧することができます。ご希望の方は下記の問い合

わせ先にご連絡ください。

 本研究で知り得た個人情報については、取り扱いには十分配慮いたします。

 本研究で知りえた情報等は、本研究のために使用されます。データはパスワード付きの外

付けハードディスクに2026年３月31日まで保管し、保管期間を過ぎた場合はデータ消去ソ

フトを使用して、破棄します。

 福井県立大学人権擁護・倫理委員会で審査した上で、本研究の結果を厚生労働省等他機関

に提出することがあります。

 本研究結果を学会や学術雑誌に公表を予定しています。いただいた回答内容は、統計的な

処理を行った上で公表します。統計処理に当たって、回答者の氏名、機関名、地域名と

いった個人が特定されることはありません。自由記述欄に固有名詞があり、それを掲載す

る場合は匿名化します。

 本調査票のご回答をもって、本研究への参加に同意いただいたと判断いたします。

 何かご不明な点がありましたら、下記の問い合わせ先までご連絡ください。

令和２年度厚生労働科学研究費補助金「相談支援専門員に対する実地教育の実施方法及び

実地教育に従事する指導者養成カリキュラム開発についての調査研究」

相談支援専門員に対する実地教育のコンピテンシーの検証に関する調査 調査票２回目

【ご記入にあたって】

〈調査実施者〉

和泉短期大学 鈴木敏彦 ／ 福井県立大学 相馬大祐

〈本調査の問い合わせ先〉

福井県立大学 相馬大祐 〒910-1195 福井県吉田郡永平寺町松岡兼定島４－１－１

FAX：0776-61-6016 E-mail：soma@fpu.ac.jp
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１．あなたが活動する地域の基幹相談支援センターより、2021年２月から３月の間に受けた人材育成の取り組みについてお教えください。

該当する項目に〇を該当しない項目には何も記入しないでください。

回答欄 人材育成の取り組み内容

基幹相談支援センターへの相談（電話等）

基幹相談支援センター職員に同行してもらう

貴相談支援事業所へ基幹相談支援センターが訪問する

スーパービジョン（グループスーパービジョン含む）への参加

事例検討会への参加

基幹相談支援センター主催の研修会への参加

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

上記の項目に１つでも〇が付いた方は調査票２のタグを選び、順次ご回答ください。

上記の項目に１つも〇が付かなかった方は調査票５のタグを選択して、ご回答ください。

２．以下の項目について、現時点+A1:F50のあなたに該当する箇所に〇を選択してください。該当しない場合は何も選択しないでください。

【記入例】人権意識等について、理解できている、他者に説明できている場合。

理解できて

いる

他者に説明

できる
実践できる

相談支援に必要な価値

〇 〇

理解できて

いる

他者に説明

できる
実践できる

相談支援に必要な価値

相談支援に必要な知識・技術

障害福祉に関する制度について

権利擁護・虐待防止に関する制度について

障害特性（身体・知的・精神・発達・難病）について

障害児支援について

医療的ケアを必要とする児者について

地域移行者について

高齢障害者支援について

人権意識・当事者尊重・意思決定支援について

人権意識・当事者尊重・意思決定支援について
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個別ケースに対する相談支援のスキル

記録の技術について

安心感の提供について

受容

傾聴

面接設定

インテーク・アセスメント

情報収集力

ケースを通じての情報整理力

見立ての力

要約力

説明力

客観性の担保

２次アセスメントの活用

サービス担当者会議を適切に開催・運営

会議招集

情報共有力

スムーズな会議進行

サービス等利用計画

社会資源情報収集

調整力

各地から

説明する力

必要に応じて適切な介入

モニタリング

適切なモニタリング期間の設定

サービス提供状況の確認

サービス提供状況の聞き取り

終結

終結の判断基準、根拠

終結判断の方法

地域デザインにおける相談支援のスキル

有効なネットワーク構築

チーム形成

個別支援会議活用

地域ニーズの適切な把握

地域ニーズの掘り起こし

地域ニーズのコーディネート

地域診断

地域診断のための情報収集

地域情報の発信

社会資源の開発／改善

個別の支援から地域課題提起

地域解決策検討

課題解決策提案

地域の人材育成および運営管理における相談支援スキル

地域での人材育成

スーパービジョン

ファシリテーション

研修立案・運営

地域協議会の運営

情報共有のための定例会議の運営

課題検討のための各種部会等の運営

合意形成・施策低減のための運営会議等の運営



41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　それぞれの項目について、あなたが該当すると考える箇所に〇を１つ選択してください。該当しない項目には何も記入しないでください。

１．全く同意

しない

２．かなり同

意しない

３．あまり同

意しない

４．どちらで

もない

５．やや同意

する

６．かなり同

意する

７．とても強

く同意する

この人物は、批判的な内容であっても、フィードバックを積極的に求め

る。

この人物は、何かのやり方が分からないとき、そのことを認める。

この人物は、自分よりも他人の方が多くの知識やスキルを持っていると

き、そのことを認める。

この人物は、他人の長所に注意が向く。

この人物は、他人の長所を褒める。

この人物は、他人の特異な貢献に対して感謝を示す。

この人物は、他人から意欲的に学ぼうとする。

この人物は、他人のアイデアに耳を傾ける。

この人物は、他人の助言に耳を傾ける。

３．あなたが活動する地域での実地教育（相談支援専門員からの相談の対応、スーパービジョンや研修会等）を行う基幹相談支援センターの職員についてお聞きします。

４．あなたが活動する地域の他の相談支援専門員や行政機関の担当部署職員等をチームと考える場合、それぞれの項目であなたが該当すると考える箇所に〇を１つ選択してください。

　　該当しない項目には何も記入しないでください。

１．全くあて

はまらない

２．ほとんど

あてはまらに

３．あまりあ

てはまらない

４．どちらと

もいえない

５．ややあて

はまる

６．かなりあ

てはまる

７．非常にあ

てはまる

このチームミスをすると、しばしば白い目で見られる。

このチームのメンバーは、問題や困難について問題提起することができ

る。

このチームのメンバーは、時として、自分と異なるという理由で他者を拒

絶することがある。

このチームでは、リスクを取っても安全だ。

このチームでは、他のメンバーに助けを求めることは困難だ。

このチームでは、私の努力をわざと無駄にしようと振り舞うメンバーはい

ない。

このチームのメンバーと一緒に仕事をする時、私ならではのスキルや才能

が価値を認められ、生かされている。
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５．相談支援専門員からの相談対応、スーパービジョン等を受けた後に感じる効果について、何かありましたらお書きください。

　　本項目については、2021年２月～３月という期間ではなく、今まで受けた取り組みを含めてご回答ください。

ご回答ありがとうございます。調査は以上です。

本調査は２回実施し、前後のデータを比較いたしますので、下記についてもご記入ください。

なお、本結果を公表する場合、また統計処理する際、回答者の方が特定されることはありません。

メールアドレス ご回答日時

ご回答者氏名 ご所属先
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